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研究要旨

目的：本研究では、歯科受診促進のアプローチが必要な集団について特定するため、後期高齢者

の、性・年齢・要介護度別に歯科受診割合を記述することを目的とする。

方法：本研究のデザインは横断研究である。2014 年 4 月〜2019 年 3 月の茨城県つくば市の医療

介護連結レセプトデータベースを利用した。研究対象者はつくば市の後期高齢者医療制度に加入

している 75歳以上の全住民である。アウトカム変数は歯科受診の有無であり、観察期間中に 1回

以上の歯科受診があった者を「歯科受診あり」とみなした。年齢階級を 1)75~79 歳、2)80〜84

歳、3)85~89 歳、4)90~94 歳、5)95 歳以上に分類した。要介護認定をⅰ)認定なし、ⅱ)要支援 1~2、

ⅲ)要介護 1~2、ⅳ)要介護 3~5 に分類した。男女で層別化し、年齢、要介護度と歯科受診割合の関

連についてコクランアーミテージの傾向検定を行った。

結果：解析対象となった住民は 27,141 人であり、観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範囲:25-60

ヶ月)だった。観察期間中に 1 回以上の歯科受診をした人は 16,959 人(62.5%)だった。男女ともに

年齢が高くなると歯科受診割合は低くなった(p<0.001)。また、男女ともに要介護度が高くなると

歯科受診割合は低くなる(p<0.001)。男女ともに年齢が低い時には要介護認定がない状態の方が受

診割合が高いが、年齢階級が高くなると要介護度が高い方が受診割合が増加する。男女ともに最

も歯科受診割合が低い集団は 95 歳以上の要介護度認定なしの人たちであった。 

考察：本研究の結果、後期高齢者では年齢が高くなるほど、要介護度が高くなるほどに歯科受診

割合が減少するが、95歳以上の高齢者になると要介護認定なしが最も受診割合が低かった。この

集団の人に対して、歯科受診を促すアプローチを検討することが、高齢者の口腔健康や全身状態

を向上させる上で重要であると考えられた。

Ａ．研究目的

後期高齢者は残存歯数が増加しており、歯

周病を有する者も増加している(1)。高齢者

において「噛める」ことは栄養状態の維持

(2)、認知機能の維持・向上(3)、QOL に関連

(4)している。歯科を受診して歯や歯肉の状

態を健康に保ち、補綴物を適切に使用でき

-60-



るようにすることは、全身の健康状態にお

いて非常に重要である。

そうであるにもかかわらず、後期高齢者の

歯科受診割合は 70~75歳をピークに減少する

と報告されている(1)。また、本報告では年

齢階級は 80 歳以上、85 歳以上でひとまとめ

になっており、より高齢者の受診割合につ

いては詳述されていない。更に後期高齢者

は要介護認定をされている人が多くいるが、

要介護度による歯科受診割合については明

らかになっていない。本研究では、歯科受

診促進のアプローチが必要な集団について

特定するため、後期高齢者の、性・年齢・

要介護度別に歯科受診割合を記述すること

を目的とする。

Ｂ．研究方法

研究設定

本研究のデザインは横断研究である。2014

年 4 月〜2019 年 3 月の茨城県つくば市の医

療介護連結レセプトデータベースを利用し

た。このデータベースは、茨城県つくば市

より研究利用のために提供された、つくば

市在住の国民健康保険または後期高齢者医

療保険に加入している住民の医療、歯科医

療、薬剤、介護のレセプトを突合したデー

タベースである。住民個人を識別する番号

として、宛名番号が用いられており、個人

を追跡することが可能である。

研究対象者

つくば市の後期高齢者医療制度に加入して

いる 75 歳以上の全住民を研究対象者とした。 

アウトカム変数

アウトカム変数は歯科受診の有無である。

観察期間中に 1回以上の歯科受診があった者

を「歯科受診あり」とみなした。

変数

年齢階級、要介護度認定を変数として用い

た。年齢階級を 1)75~79 歳、2)80〜84 歳, 

3)85~89 歳、4)90~94 歳、5)95 歳以上に分類

した。要介護認定をⅰ)認定なし、ⅱ)要支援

1~2、ⅲ)要介護 1~2、ⅳ)要介護 3~5 に分類し

た。

統計解析

男女で層別化して、年齢、要介護度と歯科

受診割合の関連についてコクランアーミテ

ージの傾向検定を行った。

統計的有意性の閾値は、p 値≦0.05 とした。

すべての分析は，R バージョン 4.0.2（R 

Foundation for Statistical Computing, Vienna, 

Austria）を用いて行った． 

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま

た本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：2018 年 10 月 19 日、承認

番号：1324）を得て実施した（例）。 

Ｃ．研究結果

解析対象となった住民は 27,141 人であった。

観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範囲:25-

60 ヶ月)だった。観察期間中に 1 回以上の歯

科受診をした人は 16,959 人(62.5%)だった。

研究観察時の背景情報について表 1に示す。

男性は 42%、平均年齢は女性の方が高く、

要介護認定がない人の割合は男性の方が高

かった。図 1は男女の年齢階級別の歯科受診

割合である。男女ともに年齢が高くなると

歯科受診割合は低くなった。（男女ともに傾

向性検定は有意, p<0.001）図 2 は男女の要介

護度別の歯科受診割合を示す。男女ともに

要介護度が高くなると歯科受診割合は低く

なる。（男女ともに傾向性検定は有意, 

p<0.001）図 3 は男女の年齢・要介護度別の

歯科受診割合である。男女ともに年齢が低
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い時には要介護認定がない状態の方が受診

割合が高いが、年齢階級が高くなると要介

護度が高い方が受診割合が増加する。男女

ともに最も歯科受診割合が低い集団は 95 歳

以上の要介護度認定なしの人たちであった。

Ｄ．考察

本研究では、後期高齢者の歯科受診割合

について記述した。茨城県つくば市の後期

高齢者は 4 割程度が 5 年間で一度も歯科受療

をしていなかった。年齢が高いほど歯科受

診割合は低く、要介護度が高いほど歯科受

診割合は低かった。年齢が若いときは要介

護認定がない状態の方が受診割合が高く、

年齢階級が上がると要介護度が高い方が受

診割合が増加していた。

先行研究から、年齢が上がると歯科受診

割合が下がること(1)、ADL が高いと歯科受

診割合が高いこと(5)は先行研究がいくつか

存在する。しかし、推計値であること、調

査票による研究であるために、バイアスが

疑われている。本研究では、後期高齢者の

地域住民のほぼ全員を含んでいる、選択バ

イアスが少ないデータを用いている。

高齢者は定期的な歯科受診をすることで、

有歯顎者は残存歯の健康状態を改善(6)し、

無歯顎者は補綴物の調整や清掃を行うこと

で適切に使用ができる(7)と報告されている。

また、全身状態として、歯科受診をしてい

る人は要介護認定を受けにくいという報告

も存在する(8)。 

本研究から、5 年間に一度も歯科受診をして

いない住民が 37.5%もいることが判明した。

これらの人たちに、歯科受診を促すように

することが重要であると考えられる。また、

高齢になると介護施設にいる方が受診割合

が高くなることから、高齢者は歯科医院へ

の受診のアクセスが悪くなっていると考え

られる。要介護認定に限らずに訪問歯科診

療や歯科受診のアクセスを向上させる方法

があると良いと考えられた。

今後の研究として、歯科を受診しない人た

ちの特性をより詳細に調べ、その集団への

歯科受診を促進する効果的なアプローチを

検討することが必要となる。

本研究の限界として、観察期間を一定に揃

えていないため、脱落者が多い(観察期間中

に死亡している人が多い)場合に、その集団

では観察期間が短くなり、歯科受診してい

ないバイアスがかかっている可能性がある。

Ｅ．結論

本研究の結果、後期高齢者では年齢が高く

なるほど、要介護度が高くなるほどに歯科

受診割合が減少するが、95 歳以上の高齢者

になると要介護認定なしが最も受診割合が

低かった。この集団の人に対して、歯科受

診を促すアプローチを検討することが、高

齢者の口腔健康や全身状態を向上させる上

で重要であると考えられた。
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表 1. 研究対象者の背景情報 

図 1. 男女の年齢階級別の歯科受診割合 

*コクランアーミテージ傾向性検定は男女ともに p<0.001

図 2.男女の要介護度別の歯科受診割合 

*コクランアーミテージ傾向性検定は男女ともに p<0.001

研究観察開始時 男性 女性

N＝27,141 人 11,396 (42.0%) 15,745 (58%) 

平均年齢(標準偏差) 78.7(5.2) 80.4(7.4)

要介護認定なし 9,893 (86.8%) 11,900 (75.6%) 
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図 3.男女の年齢・要介護度別歯科受診割合 
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